
三 温湿度試験
１ 測定系統図

温湿度試験槽（恒温槽）

試験機器 試験装置

四 周波数の偏差
１ 測定系統図

パターン
発生器 試験機器 擬似負荷

（減衰器） 周波数計

五 占有周波数帯幅
１ 測定系統図

パターン
発生器 試験機器 擬似負荷

（減衰器）
スペクトル
分析器 コンピュータ
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２ 試験機器の状態
\ 振動試験機で加振中は、試験機器を非動作状態とする。
] 振動試験機で加振終了後、試験機器の動作確認を行う場合は、試験機器を試験周波数に設定
して通常の使用状態で送信する。

３ 測定操作手順
\ 試験機器を取付治具等により振動試験機の振動板に固定する。
] 振動試験機により試験機器に次のとおり振動を加える。
ア 全振幅３¤、設定可能な最低振動数（毎分300回以下）から毎分500回までの振動を上下、
左右及び前後のそれぞれ15分間行う。この場合において、振動数の掃引周期は10分とし、振
動数を掃引して設定可能な最低振動数、毎分500回及び設定可能な最低振動数の順序で振動
数を変えるものとする。
イ 全振幅１¤、振動数毎分500回から1¶800回までの振動を上下、左右及び前後のそれぞれ15

分間行う。この場合において、振動数の掃引周期は10分とし、振動数を掃引して毎分500回、
毎分1¶800回及び毎分500回の順序で振動数を変えるものとする。

^ ]の振動を加えた後、一の項２]の電源電圧を加えて試験機器を動作させる。
_ 四の項に準じ、試験装置を用いて試験機器の周波数を測定する。
` 本試験項目は、移動せず、かつ、振動しない物体に固定して使用される旨が工事設計書に記
載されている場合には行わない。

２ 試験機器の状態
\ ３\ア、]ア又は^アの温湿度状態に設定して、試験機器を温湿度試験槽内で放置している
場合は、試験機器を非動作状態とする。

] ３\イ、]イ又は^イの放置時間経過後、試験機器の動作確認を行う場合は、試験機器を試
験周波数に設定して通常の使用状態で送信する。

３ 測定操作手順
\ 低温試験
ア 温湿度試験槽内に設置し、この状態で温湿度試験槽内の温度を低温（０℃、－10℃又は－
20℃のうち試験機器の仕様の範囲内で最低のもの）に設定する。
イ この状態で１時間放置する。
ウ イの時間経過後、温湿度試験槽内で一の項２]の電源電圧を加えて試験機器を動作させる。
エ 四の項に準じ、試験装置を用いて試験機器の周波数を測定する。

] 高温試験
ア 温湿度試験槽内に設置し、この状態で温湿度試験槽内の温度を高温（40℃、50℃又は60℃
のうち試験機器の仕様の範囲内で最高のもの）、かつ、湿度を常湿に設定する。

イ この状態で１時間放置する。
ウ イの時間経過後、温湿度試験槽内で一の項２]の電源電圧を加えて試験機器を動作させる。
エ 四の項に準じ、試験装置を用いて試験機器の周波数を測定する。

^ 湿度試験
ア 温湿度試験槽内に設置し、この状態で温湿度試験槽内の温度を35℃に、相対湿度を95％又
は試験機器の仕様の最高湿度に設定する。
イ この状態で４時間放置する。
ウ イの時間経過後、温湿度試験槽の設定を常温常湿の状態に戻し、結露していないことを確
認した後、一の項２]の電源電圧を加えて試験機器を動作させる。
エ 四の項に準じ、試験装置を用いて試験機器の周波数を測定する。

４ その他
\ 使用環境の温湿度範囲について、温度又は湿度のいずれか一方が常温又は常湿の範囲より狭
く、かつ、他方が常温又は常湿の範囲より広い場合であって、その旨が工事設計書に記載され
ている場合には、狭い方の条件を保った状態で広い方の条件の試験を行う。

] 常温及び常湿の範囲を超える場合であっても、３\から^までで示す温度又は湿度に該当し
ないときは、温湿度試験を省略することができる。

２ 測定器の条件
\ 周波数計としては、周波数カウンタ、スペクトル分析器又は理想的信号と受信信号との相関
値を計算することにより周波数を求める装置（以下この表において「波形解析器」という。）を
使用する。

] 周波数計の測定確度は、設備規則に規定する許容値の１／10以下とする。
３ 試験機器の状態
\ 試験周波数に設定して、送信する。
] 変調状態は、無変調状態とする。
^ 無変調状態にできない場合は、フレーム構造を含まない連続した変調状態とし、最も周波数
が高くなる周波数偏移と最も周波数が低くなる周波数偏移を与える符号列の変調状態とする。

４ 測定操作手順
\ 周波数計を用いて周波数を測定する。
] バースト波の場合は、20以上のバースト波について測定し、その平均を算出し測定値とする。
５ 試験結果の記載方法

測定値をMHz単位で記載するとともに、測定値の割当周波数に対する偏差を百万分率の単位
で＋又は－の符号を付けて記載する。
６ その他
３^において、四値周波数偏位変調方式の変調状態における最も周波数が高くなる周波数偏移
と最も周波数が低くなる周波数偏移を与える符号列は＋３、＋３、－３、－３、＋３、＋３、－
３、－３とする。特定の符号により測定した場合は、規定された周波数偏移を用いて中心周波数
に換算する。
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